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業務内容変化と感情伝播の
関係性についての一研究
1．序論
１－１　本論文のリサーチクエスチョンと仮説
　本論文は、生産管理計画に沿って企業が円滑な活
動をするためには、従業員によって組織が実行する
計画を阻害されることがないようにすることが重要
であるとの考えに立ち、以下の 2つのリサーチク
エスチョンを設定する。
リサーチクエスチョン１：業務内容変化が起
こった際に従業員の感情と態度はどのような
影響を受け、それがどのようにメンバー間に伝
播していくのか？
リサーチクエスチョン２：変化の導入側の立場
として、その影響を押さえつつ業務内容変化を
円滑に定着させるためには、どのようにメン
バーに対応していけばよいか？
　さらには、上記のリサーチクエスチョンに関連す
る先行研究をサーベイし、筆者自らの業務経験など
を踏まえた結果として、以下の 3つの仮説につい
て検証を行うこととした。
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仮説１：進め方に公正さがある方が、公正さ
が無い進め方よりも従業員が好まし
くない行動に出ることが少ない。
仮説２：公式権限のある人が公に説明を行う
と従業員が好ましくない行動に出る
ことが少ない。
仮説３：他者から受ける影響は同じ権限をも
つ仲間よりも、上位の権限をもつ人
から受ける方が大きい。
　なお、仮説の中で使用している「好ましくない行
動」、「公正さ」という用語の定義、「本人の意図し
ない業務の変化」が起こる環境としての「生産管理」、
「変化に適応することが困難である理由」について
は、先行研究レビュー（第 2章）の部分で取り扱
うことにする。
１－２　リサーチクエスチョンの重要性に
ついて
　筆者が関わってきた業務の中で、生産性向上を目
的としたあるチームの作業負荷を低減させる活動
を、負荷が減少する当事者たちの阻害行動によって
阻まれた経験がある。具体的には、15 名ほどで業
務遂行を行うチームに業務の変化を依頼した際の出
来事である。
　このチームは役職名を持つチームリーダー 1名
と役職名を持たない一般社員の 14 名で構成されて
おり、年齢も 19 歳から 57 歳まで幅がある。製造
業であり生産管理を行っているため、1日の生産数
量や作業手順などが決められている。このチームは
作業内容ごとに大きく4つのユニットに分かれてい
る。各ユニットのチームメンバーは 2人から 5人
であるが、それぞれのユニットには明確な作業範囲
は示されているものの作業負荷により流動的に人数
や業務範囲を変えて作業量の変化に対応していた。
そのため、あるメンバーが担当作業範囲の設備トラ
ブルなどで修理完了まで作業が出来ない場合は、比
較的負荷の高いユニットの応援を行う。その後、設
備復旧によって作業が開始されると今度は停止して
いた時間分を挽回するべく一時的な負荷増加を補う
ために他のユニットから応援をもらう、というよう
な人的流動性が高い特徴を持つチームである。作業
範囲についても指名作業以外の運搬やデータ入力は
作業の前後ユニットが作業範囲を広げて行うことも
しばしばあった。作業範囲外の作業はチームリー
ダーの指示の基で行われるが、作業者は自らの負荷
が低くなる見込みがあるとリーダーに見込みを伝え
ることがある。その理由としては、生産数量を納期
内に納めることが重要なチームの職務であるため、
自ユニットの生産計画数量を達成していても、チー
ム全体で未達ならば未達ユニットへの応援が必要に
なる。設備トラブル等で手が空いた時間に何もしな
ければ、復旧後の担当作業者負荷が高まるだけでな
く、他ユニットが計画数達成後に応援に来ることに
なってしまう。
　この様な環境下で、図 1-1 のユニット②はデータ
の入力集計作業を重複して行っていた。集計システ
ムの関係上 1日分の生産が終了してからその日の
生産に関わる集計を行うが、この方法では製品の規
格内の長さや強度のバラツキは 1日の生産が終了
しないと把握できない。バラツキの把握は生産工程
の状況把握に重要なため 1日の生産終了後集計に
加えて、バラツキと管理図の傾向の把握を目的とし
て 1日に 5回程度定期的に集計を行っていた。
　このチームの業務変化は次のようなものだった。
新集計システムの導入と同時にユニット②のデータ
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入力のタイミングを変更する。この変化によるメ
リットは「バラツキと管理図の傾向把握のために
行っていた集計が不要」になり「データ入力と同時
に管理図の確認が可能」となることである。管理図
とは折れ線グラフに中心線と上限と下限の管理限界
線の 3本の線が引かれた図である。加工した製品
の重さや長さ、強度などの特性を計測しプロットす
ることで傾向を可視化することが出来る。プロット
が管理限界線の内側にあれば工程は安定していると
言え、外側にあれば即対応が必要な問題がある事を
示している。管理図は不具合品がでる前に対策すべ
き要因が潜んでいる事を教えてくれる重要な役割を
持っている。
　チームのメンバーにとってユニット②の「作業が
減少する」ことは勿論のこと「管理図の確認、つま
り傾向とバラツキが確認できること」で不具合品と
なる工程の可能性を見つけやすくし不具合品数を補
充するための生産が少なくなることはメリットであ
図1-1　各ユニットの業務範囲と応援可能範囲
出典：筆者作成
図1-2　管理図
出典：吉良（2014）をもとに筆者作成
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る。筆者を含めた導入側は、この業務変化はチーム
に歓迎されると想定していた。
　業務変化の内容について実施した事前説明では、
作業が減少する変化を賛成する雰囲気だったが、実
際に導入されるまでの間、時が経過するにつれて反
対意見や内容変更を要望する声がチームから出され
た。反対意見と要望の中身は主に「変化のメリット
は理解するが現状維持を望む」というものであり、
変化の前後共に集計作業とは関わらないユニットか
らも現状維持を望む意向が伝えられた。
　一部の要望は反映されたものの中止に値する理由
はないと導入側は判断し、新システム導入とデータ
入力のタイミング変更のためにメリットの説明を繰
り返し行い、具体的な作業手順を提示し如何に負荷
が小さくなるかを個別にメンバーに伝えて回った。
個別にチームのメンバーと話すうちに導入に当初か
ら反対しているのは直接影響を受けるユニット②の
メンバーだけで直接影響を受けないユニットは変化
自体にあまり興味を持っておらず、ユニット②の意
見に押される形で反対していたことが分かった。つ
まり、当初のユニット②のメンバーが抱いた反対意
見を見つけられずに対応が取れなかったことが反対
意見の増長につながったようだ。
　業務変化には作業負荷の減少や増加、負荷自体は
変化しない手順の入れ替えなどがあり、変化直後は
変化自体に対応する手間がかかるものの長期的視点
では負荷減少または同負荷で生産性向上を図ること
ができるものであって、労働強化に繋がる単純な作
業負荷の増加ではない。長期的な利益よりも現行の
不備の継続を選択する心理は、変化に伴う一時的な
負荷を受けたくないという心理があると考えられ
た。
・変化することの重要性
　そもそも変化することが必要なければ筆者が経験
した様な抵抗は起こらない。しかし変化は組織、特
に利益を追求する企業において経営環境に対応する
ために重要である。経営環境とは企業経営を取り巻
く内外の様々な環境のことである。内部環境とはマ
ネジメントや商品開発など自社で制御することが可
能な部分であり、外部環境とは社会・経済・政治・
法制度・技術などが上げられる。
　今から数十年前、「会社の寿命は 30 年」と言わ
れていた。「寿命 30年」の理由として「日本のトッ
プ企業 100 社」の 100 年間を 1896 年（明治 29年）
から 1982 年（昭和 57年）までほぼ 10年おきに抽
出し、ランクインした企業の移り変わりから継続し
てランクインした期間がおおよそ 30 年であったこ
とが挙げられる。トップ企業とは総資産額の多い順
である。すべての会社寿命が 30 年であるというこ
とではなく、繁栄を謳歌できる期間が 30 年である
ことが多いことを指しており 30 年で会社が消滅す
ることでもない。しかし、創業から何百年といわれ
る老舗でも当初の強みを変わることなく現在に至る
まで発揮し続けているわけではない。
　会社寿命における共通した失敗の理由には「経営
者が目先の繁栄に目を奪われ、変身努力を怠ったこ
と」と「無謀な多角経営」ことのいずれかであると
述べている（帝国データバンク ,2009）。成功した
経営者は「成功した時の常識や判断基準・方法、実
績から離れられない。現在、安定しているものは将
来にわたり安定していると信じてしまう」判断傾向
があり、また一時的に成功したように思われた経
営戦略が誤った方向に進んでいることを認知して
も「ここまでやってきたのだから」と方向修正する
ことなく、分かっていながら不毛な事業に莫大な資
金を投入し続けた結果、自ら寿命を短くしてしまう
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ケースもある。
　数十年前の環境であったなら企業の寿命は 30 年
といわれていたものが、現在では 7年とも 5年と
も言われている。その理由として、近年の情報通信
技術の発達とインターネットの普及・技術の急速な
発展によって新規ビジネスの創出や広がり、模倣
までもが速度を増していることが挙げられる。ま
た、規制緩和などの影響も考えられる。1998 年に
はインターネットの人口普及率 9.2％、企業普及
率 68.8％であったが、2014 年年初には人口普及率
82.8％、企業普及率 99.9％と国内だけを見ても普
及率の高さが見て取れる（図 1-3、図 1-4）。
図1-4　インターネット普及率推移（国内）
図1-3　インターネット利用者数推移（国内）
出典：総務省（2014）をもとに筆者作成
出典：総務省（2014）をもとに筆者作成
Chukyo Business Review　Vol. 12（2016. 3）　95
The Study of the Relationship of the Change in Business content and the Propagation of Emotion
・変化する繁栄集団
　変化し続けることで長い期間存続している企業に
ついて実例を挙げる。リクルートマネジメントソ
リューションズ組織行動研究所（2010）によれば、
定量調査から明らかとなっている持続的成長企業 1
が備える三つの組織能力は①実行・変革力（徹底し
た行動とたゆまぬ自己変革）、②知の創出力（重層
的なコミュニケーションや豊かな関係性による知の
創出）、③ビジョン共有力（ぶれない軸を意味レベ
ルで共有）である。
　一時的に高い株価となるような優良企業であって
も短期間で消滅してしまってはステークホルダーに
とっても社会にとっても優良であるとは言いがた
い。多くの企業は持続的な存続かつ利益確保が可能
であることを目標としていると考えられる。
　帝国データバンク（2009）の老舗企業 2 を対象
とした調査報告書によると、同じ製品を長年一途に
作り続けている印象のある老舗企業も、完全に業態
を変化させてきた企業もあれば、幹となる業態自体
は変わらないが市場を変えて生き残る（例えば海運
業から空運業へ、など）といった何らかの変化を経
験していることが多い。
　経営期間が長いつまり、老舗のメリットは「長い
付き合いの既存ステークホルダー」がある。「資産
があるため、多少の不況や逆風なら切り崩して次の
商機まで耐えるだけの体力があり「同じ商品を扱っ
ても、老舗の名がブランドになり差別化できる」か
ら生き延びることが出来ている可能性もあるが、創
業当時のまま製品や生産方法、販路も変えずに現在
に至る企業は稀である。
　企業の持続的競争力を維持するためには、計画を
円滑に進めることが重要な課題となっている。本論
文では企業が存続していく為には、変化する環境に
対応するべく何らかの変化を企業自らの手で意図し
て起こすことが重要であるという問題意識のもと、
「業務の変化に対する感情」と「他者への伝播」と
いう切り口に着目しつつ進めていく。
図1-5　老舗企業の商品　昔 -現在比較
出典：帝国データバンク（2009）、愛知県（2014）をもとに筆者作成
企業名 創業または設立 昔 現　在
小林クリエイト（株） 昭和 12年 国内初の計測要記録紙 記録紙周辺製品
アウトソーシング
愛知製鋼（株） 1907
明治 40年
工作機械 鉄板構造品の加工
電磁品
尾張精機（株） 1906
明治 39年
掛時計・目覚し時計の
生産 /輸出
鍛造製品
航空ファスナー製品
石塚硝子（株） 1819
文政 2年
食器・硝子びん ペットボトル・紙等容器
無機系ガラス抗菌剤
（株）あいや 1888 茶と藍の生産 茶に一本化
トレーサビリティに完全対応
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１－３　本論文の構成
　本論文の構成を以下に示す。
　第 2章では、第 1章冒頭部分で示した「本論文
の仮説」に関わる先行研究をレビューする。第 3章
では、個人の組織内特性と変化に際して行われた「公
正さ」「権限の影響」「仲間と上司からの影響」につ
いての仮説を提示し、第 4章でそれらの仮説の検
証を行う。
　第 5章では、検証結果を要約した上で変化を起
こす際の注目すべき点について試案を提示する。
2．先行研究のレビュー
　第 1章冒頭に示した仮説は、「①集団の中で個人
の態度が形成される」こと、その 1つとして「②
従業員は、組織の中で好ましくない行動を起こすこ
とがある」という2つの重要な論点が含まれている。
これらは、変化を組織に導入しようと試みた際に、
変化が円滑に進まない要因になり得るものである。
　本章では、①と②についてそれぞれ詳しく先行研
究をレビューする。「①集団の中での個人態度の形
成」については、感情の伝播（2-4-1）、集団の中で
の意思決定（2-4-2）、コミュニケーション形態（2-
4-3）についての研究と深く関わる領域である。「②
従業員の好ましくない行動」については、コッター
の「変革型リーダーシップ」論（2-3-1）と、阻害
行動につながる心理の要因（2-3-2）との関連性が
重要である。
　また、仮説に直接の繋がりはないが、他者の意図
かつ本人の意図しない変化が起こる前提として「生
産管理」があり、その変化に抵抗する理由の代表的
なものとして「過去を参考にする脳」「アンラーニ
ングの困難さ」が重要であるため、それらの先行研
究についても本研究との関係性を明らかにしたい。
２－１　生産管理に関する先行研究
　生産管理（production management）とは、一般
的な国語辞書である大辞林 [第 3版 ]（2006）では「①
生産活動の合理化・能率化をはかるための、生産に
関する予測・計画・統制などの管理活動。②労働者
の争議行為の一形態。労働者が使用者の指揮・命令
を排除し、自発的に生産・業務を管理すること。業
務管理」と説明されるが、本論文が取り上げる製造
業においては JIS 規格により以下の様に定義されて
いる。「財・サービスの生産に関する管理活動。備
考 1. 具体的には、所定の品質Q（Quality）・原価 C
（Cost）・数量及び納期D（Delivery/Due Date）で生
産するため、またはＱ・Ｃ・Ｄに関する最適化を図
るため、人、物、金、情報を駆使して、需要予測、
生産計画、生産実施、生産統制を行う手続き及びそ
の活動。2. 狭義には、生産工程における生産統制
を意味し、工程管理ともいう」（JIS Z 8141:2001　
番号 1215 生産管理用語辞典）。
　言い換えると、生産管理とは、部品・時間・コス
ト・労働力が存在する限りそれぞれのタイミングで
作れるだけ作り置きをする状態ではなく、予め生産
を予測し、計画を立案し、工程全体を俯瞰して全体
最適となり得る状態を目指して管理を行うことであ
るとも言える。つまり、生産管理を行うことは全体
最適の為に部分不最適となる変化も起こり得るとい
うことである。
　生産管理は一連の高度に分割された工程の品質や
コスト、納期などを集約管理するために重要である。
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高度な分業と専門化のために組織のリーダーはすべ
ての現場で起こっていることを把握することが困難
である。更に、作業者自身も担当工程以外の知識や
技能を身に付ける必要がないため、担当工程のこと
以外を知る機会が全工程を一人で担当する場合と比
較して少なくなる。そのため、自工程に起こった変
化の理由が理解できないままになりがちである。
２－２　変化を妨げるものに関する先行研究
２－２－１　過去を参考にする脳
　カーネマンらによると、「難しい判断を下すにあ
たり、似たものを探して単純化ヒューリスティッ
ク（おおざっぱに言えば、「近道の解決法」）を使
う（Kahneman,2011）。この様にヒューリスティッ
クに頼ると答えに予測可能なバイアスがかかる」。
ヒューリスティックとはおおむね正しい答えを導き
出すことの出来る方法である。環境が目まぐるしく
変化し、大量の情報社会においてひとつひとつの刺
激について起こり得る可能性をゼロから考えつくす
には多くの時間が必要であるし、可能性が 0パー
セント又は 100 パーセントになることは考えにく
い。その為、我々は過去の経験や知識から単純な公
式を無意識に作り出している。ある刺激に対して既
に作った公式からおおむね正しい答えを短時間に導
き出すのである。
　具体的には、ポットから湯気（の様に見える煙）
が出ているのを見たとき熱い湯が入っていると判断
する。これは過去の経験から「ポットに入っている
もの＝可食物」「湯気（の様に見える煙）＝熱い」
という公式「ポットの中身は湯」であると答えを導
き出す。しかし、ポットに非可食物が入っている可
能性も、ドライアイスから出る白い煙のように煙の
元が低温である可能性も十分に考えられるはずであ
る。何もしていない時にさえ五感から入る刺激から
自分がどの様な状況に置かれているのかを脳は処理
している。注意すべき特定の刺激に処理する時間を
割くためには、多くの刺激を簡単な公式に当てはめ
ておおむねの正解を正しいと判断する近道が重要な
役割を果たしている。
　判断の近道はわずかな不正解を疑わないことで成
り立ち、「以前有効であった方法はこの先も有効だ」
という判断を行う。
　また、認知容易性（cognitive ease）によって「繰
り返された経験」や「見やすい表示」「先行刺激の
あった文章」は認知容易性が高く、結果として「親
しみを感じる」「信頼できる」「快く感じる」「楽だ
と感じる」としているため、偶然の成功も合理化さ
せることによって有効な方法がとられたものと判断
する「後知恵バイアス」も成功の理由を疑問視でき
ない理由である。
　カーネマンの言う「バイアスがかかる」という用
語は「外部から受け取るメッセージの頻度や期間、
あるいは感情に訴える強さによって判断が歪められ
る」ことである。
　利用可能性バイアスとはカーネマンとエイモスが
行った研究によると、バイアスの原因となるものは
頻度そのもの以外で思い浮かぶ具体例を書き出すこ
とによって分かるとされている。書き出された内容
の全てがバイアスの原因になり得るのだ。いくつか
の具体的な例は以下の通りである。
①注意を引きつけるような目立つ事象は、記憶か
ら呼び出しやすい
②世間の耳目を集めるような事象は、一時的にそ
のカテゴリーの利用可能性を増大させる
③個人的に直接経験したこと、写真、生々しい実例
などは、他人に起きた出来事、報道、統計など
よりも記憶に残りやすく、利用可能性が高まる
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　例として「飛行機事故」の報道を挙げると、自動
車事故に比べて飛行機事故は「注意を引きつける事
象」であり、「世間の耳目を集める事象」である為
に同量の自動車事故情報があったとしても危険性が
高いものとして思い出しやすいのは飛行機事故とな
る。さらに、自らが飛行機事故を直接経験したこと
がある又は生々しい実例がある場合には他人に起き
た出来事よりも思い出しやすくなる。飛行機事故よ
りも自動車による交通事故が圧倒的に発生回数は多
く利用頻度も高いにも関わらずである。
　感情が伝播する現象も他者の感情が読み取れるよ
うな態度や言動から、同じようなカテゴリーの感情
を思い出しやすくなり結果自分も同じ様な気分に
なってしまうというプロセスで説明ができる。
２－２－２　アンラーニングの困難さ
　安藤（2011）は、変化を妨げている理由として、
組織においては「アンラーニングすることが難しい」
という点を挙げている。アンラーニングとは何か。
それは、組織がもはや機能しなくなった何かを、意
識的に捨て去るプロセスのことである。つまり、組
織学習というものを「新たに知識や技能を積み上げ
る獲得の学習」と「既に持っている考え方や成功手
法などを手放す棄却の学習」という二つに分けて理
解する中の、後者に当たる部分がアンラーニングで
ある。また、安藤（2011）は、アンラーニングの
より広い解釈として、「棄却」にとどまらず新しい
知識や組織価値の獲得までを含める「置き換え」と
いう意味で捉える分析も行っている。
　また、アンラーニングの対象としては知識のほか
に組織ルーティンや組織の認知構造も含まれる。ア
ンラーニングが成立する条件として「公式的・非
公式的なルーティン（formal and informal behav-
ioral routines）」があり、これは表向きの行動と特
定の場所や時間や行動に粘着性のある業務遂行的な
実際の行動である。組織の決定について表向きは賛
成し言動を変えるが、本音で話すと変わっていない
ことや直属の上司や同僚が反対している手前、非公
図2-1　認知容易性の原因と結果
出典：Kahneman（2011, pp.89-90）
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式である業務遂行レベルでは行動を変化させること
が出来ないのはこのためだ。
　行動を変えるようなアンラーニングを促進させる
ためには、強力なトップが組織全体に組織的取り組
みであることを組織全体に伝えると共に、上層部が
下層部より棄却もしくは置き換えレベルが高い状態
を維持することが重要である。なぜなら、上層部の
棄却レベルが下層部よりも低いと、上層部を常に気
にしている下層部ではアンラーニングが足踏みをし
てしまい、結果全体としてのアンラーニングは進ま
なくなるからである。
２－３　組織成員の好ましくない行動に
関する先行研究
　変化の必要性を十分に理解していても変化できな
い場合と、変化の必要性を十分に理解していない場
合では変化を妨げている本質が異なる。経営者層や
管理者層は組織全体や将来の経営環境の変化を見据
えて「変化は必要」と実感していても、組織の一部
を担う労働者層には必要性が実感できないことが起
こるのは想像に容易い。その際に、組織内の構成員
がとる行動が組織の円滑な変化の推進の妨げとなる
ことがある。
　組織成員のとる行動の正しさは判断する時点や想
定する範囲によって異なる。そのため、ここでの好
ましくない行動とは組織として決定された動向を妨
げる行為すべてを指し、正しさは問わないこととす
る 3。
２－３－１　コッタ―の「変革型リーダーシップ」論
との関連性
　組織の円滑な活動を妨げることは組織が起こそう
としている変化を積極的にまたは消極的に妨げるこ
とを含む。コッターはその様な変革が快く思われず
に抵抗される理由として、変革を受ける側の、①大
切なものを失いたくないという思い、②変革とその
意義に対する誤解、③「変革は無意味」との思い込
み、④変革に対するアレルギー（変革そのものを嫌
う心理）、の 4つを挙げている（Kotter,1999）。③
と④は直観的に理解しやすいものであるが、①と②
については以下若干補足しておこう。
　①の「大切なものを失いたくないという思い」と
は、変革により大切なものを奪われるのではないか
という猜疑心のことである。具体的な行動としては、
私利私欲を守らんがための政治的駆け引きを挙げる
ことができる。
　②の「変革とその意義に対する誤解」とは、変革
を主導する側と社員の間に信頼関係がない場合によ
く見られる誤解と不信のことである。「どんな意義
があるのか」「メリットよりもデメリットのほうが
大きいのではないか」といった反発がその根底にあ
るとされる。
２－３－２　阻害行動につながる心理要因
　様々な行動をとる時、感情に沿った行動を選択し
ている。阻害行動を起こすには相応の感情があると
考えるのが自然であり、感情を起こす原因があるは
ずだ。田中（2010）は、組織における反社会的行
動 4 を起こす要因を「従業員の不公平感」「個人要
因」「ネガティブな感情・気分」「職務ストレッサー」
「組織的要因」の 5つの側面から考察している。そ
の中で原因として最も重要なもの一つに従業員の組
織に対する不公正感を挙げている。
　不公正感とは①給与や待遇についての「分配的公
正」、②苦情処理などの手順といった「手続き的公
正」、③上司が自分に対して配慮し誠意ある対応を
した「対人的公正」、それぞれの欠如のことである。
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　具体的な①分配的公正とは状況に望ましい分配原
理を用いているかである。成果に対する貢献度に応
じた分配や貢献度に関わらず全員に等しい分配、必
要度に応じた分配などの分配方法がある。②手続き
的公正とは意思決定に至る過程に一貫性があるか、
偏りが抑制されているか、正確であるか、誤りがあっ
た場合に修正可能であるか等が上げられる。また、
事前の通知と個人の都合や関心を侵害しないことは
手続き的公正感を高める。③対人的公正の中には、
権威者から決定についての根拠や理由等をしっかり
説明されたか、どのくらい尊重や敬意をもって対応
されたかが上げられる。
２－４　集団の中の個人に関する先行研究
　現代において人は集団の中で生活をしている。分
業が可能なのも一人きりでなく他者との関わりがあ
るからこそである。個人の作業も集団の中で行われ
るものであり、他者と関わるなかで生まれる相互作
用と相互依存関係が主な要素となっている。どのよ
うな規模であっても、他者から受ける影響は無視で
きない。
　チャルディーニは人が頻繁に承諾をする原理とし
て「返報性・一貫性・社会的証明・好意・権威・希
少性」の 6つを上げている（Cialdini,2001）。6 つ
とも、人間の自動的な反応が根底にあるとしている。
この中の、「社会的証明」と「権威」は本論文で取
り上げる集団の中で自分の意図しない変化が起きる
際の態度形成に大きく影響する。
　判断には、まず「正しいもの・事」がありその上
で対象が「正しさ」からどのくらい乖離しているか
を確認する。大きく乖離していれば、判断の対象は
正しくないとなる。しかし、「正しさ」を決めると
き私たちは他人が何を正しいと考えているかに基づ
いて物事が正しいかどうかを判断するために、ある
同一の出来事に対する評価が時代や地域、集団に
よって異なる現象が起きる。「社会的証明」とはま
さに対象のことは深く考えずに、他人がしているこ
とが正しいと判断することである。もうひとつの「権
威」とは、「肩書きを見せる専門家には逆らえない」
という心理的原理のことである。
２－４－１　感情の伝播
　「明るい職場に行くとなぜか自分まで気分が明る
くなった気がする」や「自分は忙しくないのに忙し
い人の近くにいると忙しくなってしまう」という経
験はないだろうか。さも感情がうつっているようで
ある。
　リゾラッティとシニガリアによると、ミラー
ニューロン（mirror neuron）という神経細胞の発
見により伝播は経験知から科学で証明できるもの
となった（Rizzolatt and Sinigaglia,2006）。ミラー
ニューロン（mirror neuron）は自らが行動すると
きと他人が行動するのを見ている状態の両方で活動
する神経細胞であり他人の行動を見て、自分自身が
同じ行動をとっているかのように鏡のような反応を
することから名づけられている。他人の行動を見て
自分のことのように感じる共感を司る源であると考
えられ、機能として意図の理解である。一緒にいる
者同士は思考も行動も似てくるため、共に行動する
人が自分に与える影響は大きい。
　また、社会生活を送る上で相手の行動から意図を
読み取ることは円滑なコミュニケーションや危険か
ら身を守るために重要な役割を担っている。グラス
の中の水を嗅いだ人が示す嫌悪や喜びや無表情から
自らはその行為を見ているだけで行っていないにも
関わらず自分がその行為をしているときと同じ様に
神経が反応する。類似した反応で、友人から深刻な
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相談を受けたときに相談が進むにつれ相談を受けた
側も深刻な気分になることや、楽しそうにしている
人たちを見ているだけで自分も楽しい気持ちになる
ことがある。
　これらの実験は画面や写真から被写体が行ってい
る内容を観察することにより自身の脳内で神経細胞
が活動することを明らかにしたものであり実験室の
外で感情が人から人へ伝播することを実験したもの
ではない。実生活の中では一つの感情や一つの動き
だけを行っている人を観察することは稀で、同じ出
来事について異なる反応を示した複数の他者を同時
に観察することや他者の感情がニュートラルから高
揚する経過を観察することもあるだろう。周囲の複
数の他人からどのように感情が伝播するのか明らか
にした実験は見つけられなかった。
２－４－２　集団の中での意思決定
　感情が他者からうつることはミラーニューロンの
発見によって明らかになっているが、感情がすなわ
ち行動となるものではない。ある刺激に対して自ら
発した感情と、他者から受け取る感情から自らの判
断をとおして行動に移す。他者から受けた感情と行
動の間にはどの様な態度や行動をとるのかの判断が
ある。
　態度を形成するハイダーのバランス理論によると
「人（Ｐ）が対象（Ｘ）に対してもつ態度は、他者（Ｏ）
との関係によって左右される」（Heider,1958）。他
者との関係により左右されるとは人（Ｐ）が他者（Ｏ）
に敵対意識も持っている状況で①他者（Ｏ）を疎ま
しく思うので対象（Ｘ）にも疎ましい感情を持つ場
合と②他者（Ｏ）を疎ましく思う故に対象（Ｘ）に
は好ましい感情を持つ場合の両方が考えられるとい
うことである。
　「嫌いな人の好きなものは嫌い」という感情は理
解しやすい。この人（Ｐ）・他者（Ｏ）・対象（Ｘ）
の 3つは好き・嫌いなどのような情緒関係（senti-
ment relationship）の他に所有や所属のようなユニッ
ト関係（unit relationship）がある。家族関係やチー
ムなどが所属に該当する。バランス理論は他者に対
する感情や所属関係から対象にどの様な感情を持つ
のかのプロセスを、人と対象の関係で感情や態度が
決まるのではなく、人と他者の関係によって対象へ
の態度が決まるという他者の影響をシンプルに表し
た理論である。
図2-2　バランス理論による態度形成
出典：池田他（2013, pp.141-142）
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　ハイダーはバランス理論による態度形成の三角形
の 3辺を掛け合わせたときに人はプラスとなる状
態を求め、マイナスの状態を回避するとしている。
これは、知覚者が対象についての態度を決めるとき
に他者は態度を変えないことが前提となっている。
しかし、知覚者が対象に対する態度を形成するとき
に他者が態度を変更することもあれば、知覚者が対
象について態度を決めるタイミングで他者が対象に
対して態度を決こともある。さらに、他者の対象に
対する態度を見るタイミングが同じではない場合は
どうか。バランス理論が成り立つ順序はまず①他者
に対する感情または所属があり次に②対象に対する
他者の態度、③対象に対する知覚者すなわち自分の
態度形成がある。先に他者が対象に対する態度を決
めており、その態度と知覚者が対象を知覚するタイ
ミングが同時である場合には 3辺の積をプラスと
するように知覚者は態度を決定するが、知覚者が対
象に対する態度をすでに決めたあとで、他者の対象
に対する態度に触れた場合にはいったん決められた
知覚者の態度が 3辺の積がプラスになるよう変化
するといえる。現実にハイダーの三角形を取り入れ
ると知覚者一人に対して、かつ対象にたいしていく
つもの三角形が関係しておりいずれかの三角形の 1
辺が矛盾することになる。具体的に対象に対して 2
人の他者が存在する場合を考えてみると、図 2-4 対
象と他者の対象に対する知覚者の態度形成の中で知
図2-3　対象と他者の対象に対する態度による知覚者の態度形成
出典：筆者作成
図2-4　実社会のバランス理論三角形の関係
出典：池田他（2013, pp.141-142）をもとに筆者作成
対象－他者（＋） 対象－他者（－）
知覚者－他者（＋） ＋ －
知覚者－他者（－） － ＋
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覚者が対象に対する態度が異なる「知覚者－他者
（＋）のとき、1人目の他者－対象が（＋）2人目
の他者－対象が（－）」または「知覚者－他者（－）
のとき、1人目の他者－対象が（－）2人目の他者
－対象が（＋）」の組み合わせが三角形の 1辺が矛
盾する例である。
　先の「知覚者－他者（＋）のとき、1 人目の他
者－対象が（＋）2人目の他者－対象が（－）」を
図 2-4 に当てはめてみると、1人目の他者が属する
三角形では知覚者の対象への態度は（＋）になり 2
人目の他者が属する三角形では知覚者の対象への態
度は（－）となることがわかる。2つ目の「知覚者
－他者（－）のとき、1人目の他者－対象が（－）
2人目の他者－対象が（＋）」も結果は同じである。
3辺の積がマイナスになることが回避できないとき
にはいずれかの三角形に属する他者との関係が重要
な影響を与えることになる。
　また、ポジティブな感情やネガティブな感情が人
と人の間で感染することは多くの日常的事実と研究
があるがポジティブな感情とネガティブな感情のど
ちらがより伝播しやすいかは研究結果の分かれると
ころである。これは、感情の数値化が容易ではない
ことや実験では制御しきれない個人要因や気分があ
るからだろう。
２－４－３　コミュニケーション形態
　相互作用と相互依存関係を生み出す集団は多様な
コミュニケーション構造をしている。高度に組織化
された集団ではコミュニケーション構造も複雑な形
態をとるが、単純な形態の組み合わせである。図
2-5 にコミュニケーション形態の具体例をあげる。
　コミュニケーションの形態は公式な組織形態など
を加味して作られる場合と、非公式的に出来上がる
場合がある。意図して作る場合には集団で取り組む
課題の性質と集団の特性にあわせたネットワーク作
りが重要となる。
　・リーダーシップ
　コッターは「変化のスピードが速まっているた
め、組織を動かすうえでリーダーシップの重要性
が高くなっている」としている（Kotter,1999）。
変化のスピードが速まっていることは第 1章で
も挙げているように情報通信技術の発展と普及、
製品ライフサイクルの短縮を指し、リーダーシッ
プとは「障害を乗り越えて実現できる力」である。
図2-5　コミュニケーション形態の具体例
出典：池田他（2013, pp.141-142）
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　ここで指す「障害」とは組織におい戦略の遂行
に向けてそれに関わる人々を結集する、あるい
は、ビジョンの実現を目指して人々に対してエン
パワーメントを行う等である。
　さらに、「リーダーとは、人間同士の複雑な依
存関係を操りながら役割を果たすものである。そ
のため、周囲に単にフォーマルな権力を及ぼすの
ではなく、インフォーマルな人間関係をうまく処
理するのが、組織を動かす人々の重要な仕事に
なっている」とも言っている。相互に作用をし
ながら相互に依存しあう組織では、組織成員の
ちょっとした抵抗や一見すると権限のなさそうな
成員が及ぼす影響がフォーマルな権限だけでは対
応しきれない力を発揮して抵抗することがあるか
らである。抵抗とは逆に、フォーマルな権限だけ
では発揮し得ない力をインフォーマルな人間関係
を処理することで味方につけることが出来る。静
かな、しかし強力な抵抗勢力となるのか、力強い
味方となるのかはリーダー次第である。
２－５　先行研究のまとめ
　先行研究レビューの結果、変化は好まれることの
困難な出来事であり、多くの組織に取り入れられて
いる生産管理が作業者の意図しない作業の変化を起
こす基礎と位置づけられる。好まれることが困難で
あるとは、変化は過去の経験や知識から簡単に答え
を出すことが出来ないために、意識的な好みに関わ
らず無意識に避けようとすることである。過去の経
験や知識で作られた単純化された答えの出し方を継
続して使うことは容易だが捨て去ることは困難であ
る。
　組織成員にとって組織に所属する限り避けきるこ
との出来ない「変化」は「過去を参考にする脳」か
ら抵抗する対象と位置づけられる。公正な手続きは
抵抗の具体的行動である阻害行動を制御する位置に
あり、集団の中では対象物と知覚者の関係だけでな
く、第 3者との関係も対象物への態度を決める上
で重要である。
　これらのことから、変化が求められる際にはまず
無意識に抵抗姿勢をとると同時に変化の内容が自ら
に与える影響を確認する。個人の判断として対象物
である変化への態度を形成するが、他者の変化に対
する言動や態度から影響をうけて自己の判断も変更
することがある。その時、自己と他者の関係性も判
断に影響を与える。このような流れに沿って仮説を
立てた。
3．仮説の提示
　本論文のリサーチクエスチョンを、改めて確認し
ておこう。クエスチョンは大きく言えば2つであり、
第一に「業務内容変化が起こった際に従業員の感情
と態度はどのような影響を受け、それがどのように
メンバー間に伝播していくのか」という点、第二に
「変化の導入側の立場として、その影響を押さえつ
つ業務内容変化を円滑に定着させるためには、どの
ようにメンバーに対応していけばよいか」という点
であった。このリサーチクエスチョンに関連する先
行研究を第2章でサーベイした結果として、筆者は、
以下の 3つの仮説について検証を行うことが重要
であるとの認識に至った。
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仮説１：進め方に公正さがある方が、公正さ
が無い進め方よりも従業員が好まし
くない行動に出ることが少ない。
仮説２：公式権限のある人が公に説明を行う
と従業員が好ましくない行動に出る
ことが少ない。
仮説３：他者から受ける影響は同じ権限をも
つ仲間よりも、上位の権限をもつ人
から受ける方が大きい。
　第 2章ですでに触れたことの確認ではあるが、仮
説の中で使用している「公正さ」、「好ましくない行
動」という用語の定義は以下の通りである。
　本論文では、「公正さ」とは分配的公正・手続き
的公正・対人的公正の 3つの公正のうち分配的公
正を除く 2つの公正を指すこととする。分配的公
正とは従業員が手にする給与や待遇についての公正
のことであるが、本調査では待遇に影響する変化は
対象としない。「好ましくない行動」とは、組織と
して決定された動向を妨げる行為すべてを指すこと
とする。
　続く第 4章では、筆者の独自アンケート調査の
結果を分析することで、これらの仮説を検証してい
くこととする。
4．仮説の検証
４－１　調査の目的と概要
　組織内の業務変化と感情の関係に「個人と変化」
「他者の態度と個人の感情」がどのように影響する
のかを分析し本研究の仮説検証を行う。仮説の検証
にあたり検証したい仮説について発表されている信
頼性がある情動的共感尺度については一部を引用
し、適当な尺度が見当たらないものについて筆者が
質問文を作成することとした。
４－２　調査方法
・調査実施期間
2014 年 12 月 12 日より 2015 年 1月 10 日まで
・手続き
　本調査では、業務の手順が変更された際の個人
の心理や、具体的内容について回答する項目が多
くを占めることになり結果として回答者のネガ
ティブな心理側面も評価することにつながるた
め、回答者の匿名性が確保できる方法を用いるこ
ととした。調査は企業や団体に依頼を行った。
・回答者
回答者数　回答内容に不備のみられなかった 20
名を分析対象とした。
【アンケート配布先】
　組織に所属する従業員・作業者にアンケートの依
頼を行った。
組織Ａ：株式会社、自動車部品製造業
組織Ｂ：株式会社、プラントメンテナンス
組織Ｃ：非営利組織、スポーツ振興団体
組織Ｄ：非営利組織、就労支援継続型事業所
　調査対象として上記 3組織を選択したのは以下
の理由によるものである。
①製造業（A）と他業種（B,C,D）の比較
②営利組織（A,B）と非営利組織（C,D）の比較
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４－３　調査項目の解説
　メンバー用とリーダー用の主な質問項目は同じだ
が、一部設問と表現を変えてチームメンバー用・チー
ムリーダーの2種類を用意した。チームメンバー用・
チームリーダー用の質問項目の違いは、チームリー
ダー用が以下の 2質問が加わっているという点の
みである。
［リーダーのみへの質問（１）］業務変化につい
て：それは自らが起こしたものか？
［リーダーのみへの質問（２）］変化の過程で、
「変化を受け入れることは職務である」という
意識が働いたか？
　ここからは、チームメンバー用のアンケート票全
体像のみを説明することとしたい（チームリーダー
用のアンケート票は、メンバー用のものに、上記の
「リーダーのみへの質問（1）（2）」が加わるだけで
あるため）。
【チームメンバー用アンケート項目】
・所属組織における変化の経験に関する項目
　まず、組織構成員の実際に起こった出来事につ
いての認識を確認する。回答は「YES・NO」の
2択と「記述」「増加・変化なし・減少」の 3種
類を使用している。
１．最近 3か月くらいで、「作業手順が増え
た」と思うことがあった（YES・NO）
２．最近 3か月くらいで、「作業手順が減っ
た」と思うことがあった（YES・NO）
３．最近 3か月くらいで起こった変化はど
の様なものでしたか（記述式）
４．変化によりあなたの業務負荷はどうなり
ましたか（増加・変化なし・減少）
５．変化によりあなたのチームメンバーの業
務負荷はどうなりましたか
 （増加・変化なし・減少）
・変化が起こった際の公正さ・上位層意識・個別対
応に関する項目
　公正さについて、給与に影響するような変化は
本調査では対象としていないため、給与や待遇に
ついての「分配的公正」は除外することとした。「手
続き的公正」及び「対人的公正」の両方なまたは
一方が失われると組織阻害行動を起こしやすい。
（YES・NO）
１．変化について、進め方に公正さがあると
感じた
２．変化について、意見を求められることが
あった
３．ミーティング等で変化の正当性について
の説明がされた
４．ミーティング等で変化は上位層の承認が
あることを説明された
５．リーダーから個人的に変化の必要性の説
明をうけた
６．リーダーから個人的に協力の依頼を受けた
・時間経過と気持ちの変化に関する項目
　回答は心理的抵抗を示す「嫌な気分」から、協
力的な心理である「歓迎する」までの 5段階評
価とした。さらに、それぞれの心理状況の要因と
なったものは何かについての設問（選択方法、複
数回答可）も用意した。
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１．変化があると知った時の気持ち
　　（　５　４　３　２　１　）
２．実際に変化が起こった時の気持ち
　　（　５　４　３　２　１　）
３．変化が定着したと思った時の気持ち
　　（　５　４　３　２　１　）
「１．変化があると知った時」の心理の要因選択
（複数回答）
・自分だけが大変だと思った
・自分以外のメンバーの負荷が大きいと感じた
・メンバーが自分よりも反対している
・メンバーが自分よりも協力している
・反対・賛成する理由がない
・リーダーの反応に合わせた
・尊敬するチームメンバーの反応に合わせた
・もっと良い方法があると思った
・その他
「２．実際に変化が起こった時」の心理の要因選
択（複数回答）
・受けた説明よりも大きな変化と感じた
・受けた説明よりも小さな変化と感じた
・自分だけが大変だと思った
・メンバーの負荷が大きいと思った
・メンバーが自分よりも反対している
・メンバーが自分よりも協力している
・反対していたメンバーが反対しなくなった
・協力していたメンバーが協力しなくなった
・反対・賛成する理由がない
・リーダーの反応に合わせた
・尊敬するチームメンバーの反応に合わせた
・もっと良い方法があると思った
・意見が反映された
・その他
「３．変化が定着したと思った時」の心理の要因
選択（複数回答）
・慣れた
・受けた説明よりも大きな変化と感じた
・受けた説明よりも小さな変化と感じた
・受けた説明と実際の内容が違っていた
・自分だけが大変だと思った
・メンバーの負荷が大きいと感じた
・メンバーが自分よりも反対している
・メンバーが自分よりも協力している
・反対していたメンバーが反対しなくなった
・協力していたメンバーが協力しなくなった
・反対・賛成する理由がない
・リーダーの反応にあわせた
・尊敬するチームメンバーの反応に合わせた
・もっと良い方法があると思った
・意見が反映された
・その他
・計画と結果の認識に関する項目
１．実際に起きた変化は計画通りだと思いますか
（計画通り・計画と違った・計画の発表はな
かった）
１－１．計画通りだと思った理由選択（複数回答）
・特に反対意見はでなかった
・計画が押し通された
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・メンバーの意見を十分に取り入れた計画
だった
・受けた説明通りだった
・多少の変更はあったが、主な箇所には影
響がなかったから
・その他
１－２．計画通りでないと思った理由選択（複
数回答）
・メンバーの意見が途中でも採用され計画
が変更された
・変更せざるを得ない無理な計画だった
・変化の必要が理解できなかったので反対
した
・受けた説明と違うと感じた
・その他
４－４　調査結果及び考察
４－４－１　組織別結果
・所属組織における変化の経験に関する項目
　組織の形態別に調査結果を記載する。各組織は以
下の通りである。
組織Ａ：株式会社、自動車部品製造　製造業
組織Ｂ：株式会社、プラントサービス　メンテナン
ス業務
組織Ｃ：非営利組織、スポーツ振興団体
組織Ｄ：非営利組織、就労継続支援事業所
・組織Aについての結果
　組織 Aは、自動車部品の製造を主に行う組織で
ある（今回調査の有効回答数：5人）。組織内の製
造現場で直接生産に携わるチームを対象とした。生
産にかかわる手順の詳細は決められており、自己判
断のみで物事を進めることを原則禁止している職場
である。
　変化があったとの回答のうち、手順が増加したと
いう回答は 8割を上回り作業手順が減少したと回
答したのは 2割を下回った。これら変化の内、リー
ダー主導で実施されたものは、作業手順の中にあっ
たが、全体の 2割弱であった。変化の具体的内容は、
任意であった「業務連絡書」の発行が必須になった、
「他者が行った作業の二重確認」、他部署の業務が移
行した、「作業の一部が手作業から自動化」された
などが上げられた。
図4-1　所属組織における変化の経験に関する項目の回答率
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　変化によって自分自身と他者の業務負荷がどのよ
うに変化したと感じたのかという質問には、自分の
業務負荷に関してメンバー・リーダー共に「増加」
と回答している。一方で、他者の業務負荷について
はメンバーとリーダーの回答が分かれている。メン
バーは「増加」したとの回答はゼロ、「変化なし」
もしくは「減少」したと回答しており、リーダーは
「増加」したと回答している。
　作業手順の減少が起きた対象はメンバーである。
しかし、メンバーは自分の負荷について変わってい
ないと回答し、他者の負荷について「変化なし」ま
たは「減少」したと回答している。この理由につい
て以下のように推測できる。手順が減少したと回答
したメンバーは増加した変化もあったと回答してい
る。減少した作業負荷よりも増加した作業負荷が大
きい、または作業負荷の減少の方が大きい場合には
増加した作業に特に注目していた、内容に関わらず
作業変化自体を負荷と捉えた、と考えられる。
　メンバーが他者の作業負荷を「変化なし」や「減
少」したと回答する事は、他者の負荷変化について
も興味を持ち観察していた事がわかる。
　公正さ・上位層意識・個別対応について質問して
いる。手続き的公正である進め方に関してリーダー
が「公正さ」があったとしているのに対し、メンバー
の 6割強がなかったと感じている。対人的公正であ
る発言する権利、「意見を求められたか」という質
問についてはメンバー・リーダーともに公正であっ
たと回答している。「公正さ」を欠いたとの回答は、
業務負荷の設問にて「自身の作業負荷は増加した」
「他者の作業負荷は変化なし、又は減少した」と回
答していうことから推測できる。他者と業務負荷を
比較した時に「自分だけに負荷の増加がある」と感
じた結果であると考えられる。
　公の場であるミーティング等で公式な権限を持つ
リーダーが変化について説明をするか否かの 2設
問には、リーダー・メンバーともに「正当性につい
ての説明があった」「上位方針であることの説明」
をしたと回答しており、リーダーもしくは上位層の
権威がある変化であることをメンバーが認知してい
ると言える。
　公でない個人への説明は、他の設問と大きく異な
り「行われていない」と回答されるものが多かった。
この理由として、変化の内容が「作業の追加」や「他
者の作業の再確認」であり、新しい作業ではないた
め詳細説明はリーダーからではなく前任者から受け
ていることがあげられる。
図4-2　職場の変化による業務負荷の変化
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　時間経過と気分の変化の設問では、変化があると
知った時から実際の変化を経て定着するまでにどの
ような気分の変化があったのかを質問している。
　メンバーの「気分」は、変化があると知った時に
「少し嫌な気分」「何とも思わない」であり、変化が
起こると「少し嫌な気分」へ変わり変化が定着した
時には「何とも思わない」「少し嫌な気分」になっ
ている。一方リーダーは、「少し嫌な気分」「何とも
思わない」から始まり、変化が起こった時には歓迎
寄りにシフトした「何とも思わない」「少し協力する」
へ変わり、変化が定着した時には変化が起こった時
と同様に「何とも思わない」「少し協力する」となっ
ている。
　メンバーとリーダーの違いとして、変化が起こっ
た時メンバーは「嫌な気分」側へ変化または変化せ
ず、リーダーは「歓迎する」側へ変化する。更に、
変化が定着した時にはメンバーは「歓迎する」側へ
変化または変化せず、リーダーは変化しなかった。
このことは、メンバー・リーダーそれぞれが持つ役
割が関係していると考えられる。メンバーは自分に
割り当てられた範囲の作業確実に実施する事が求め
られているため自身の負荷に関わる変化には敏感に
反応を示す。リーダーは複数人のメンバーをまとめ
た広い範囲について責任を持つため、変化の内容に
関わらず導入への努力を求められることが挙げられ
る。
　具体的な心理要因として、変化があると知った時
には「自分の負荷が大きい」「もっといい方法があ
ると思った」「反対・賛成する理由がない」などが
上げられた。変化が起きた時には「自分の負荷が大
きい」「尊敬するメンバーの反応に合わせた」「メン
バーの負荷が大きい」「リーダーの反応に合わせた」
図4-3　公正さ・上位層意識・個別対応
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などが上げられている。変化が定着した時には、「慣
れた」に次いで「自分の負荷が大きい」「尊敬する
メンバーの反応に合わせた」「リーダーの反応に合
わせた」などが挙げられている。
　メンバーは一貫して「自分の負荷」に注目してい
る。変化があると知った時にはまず、「自分の負荷」
に注目し、次に自分の負荷にも注意を払いつつ他者
の業務負荷も観察していることが分かった。他者か
ら受ける影響の大きさに関しては、心理要因として
挙げられた項目から「尊敬するメンバー」の方が「権
限のあるリーダー」よりも大きいことが分かった。
組織 Aは、工程が細分化されており担当メンバー
が専門化していることもあって、工程を熟知してい
る作業者が影響力を日頃から持っていることが影響
していると考えられる。
　計画と結果では、変化が計画された通りに行われ
たか、そのように考える理由は何かを質問している。
組織Ａでは計画通りであったとリーダー・メンバー
の全員が回答している。理由として「多少の変更は
あったが、主な個所に変更がない」「受けた説明通
りだった」「反対意見がない」が挙げられた。「主な
個所に変更がない」とは、計画の軸以外の周辺部分
については柔軟に変更していることを表している。
・組織Bについての結果
　組織 Bは、環境技術開発研究や機器の設計、メ
ンテナンス業務を主に行う企業である（今回調査の
有効回答数：4人）。取引先プラントにて産業用特
殊設備メンテナンス業務に携わるチームを対象とし
た。作業のおおよその手順は決められているものの、
プラント毎に環境や必要とするメンテナンス内容が
異なるため現場で適切な処置方法を選択することが
求められる業務内容である。日常的に柔軟な対応が
求められるため、多少の変化は業務の一部である。
業務遂行チームは 4,5 名である。
　変化画あったとの回答の全てで手順が増加したと
回答された。メンバー・リーダー共に、減少の回答
はゼロであった。変化の具体的内容は「既存の安全
対策の強化」「チェック作業の回数増加」などであ
り共に作業の追加である。
　変化によって自分自身と他者の業務負荷がどのよ
うに変化したと感じたのかという質問には、リー
ダーが「自分の業務負荷」及び「他者の業務負荷」
について増加したと回答している。メンバーは「自
分の業務負荷」と「他者の業務負荷」共に、「増加」
が 3割ほどで残り 7割が「変化なし」、と同じ回答
であった。業務負荷が「減少」したとの回答はメン
バー・リーダー共にゼロであった。
　作業手順は、メンバー・リーダー共に増加してい
る。作業負荷も「増加」との回答を予想していたが、
メンバーには「変化なし」があった。組織 Aと同
様にメンバーは変化の内容や、他者の負荷の変化に
興味を持っていることが分かる。
　公正さ・上位層意識・個別対応について質問した
ところ、メンバー・リーダーともに「手続き的公正
があった」と回答している。メンバーの意見を求め
たか否かについての対人的公正さが無かったとメン
バー・リーダー共に回答がある。これは、公正さを
欠いたのではなく、追加された作業の内容が「既存
の安全対策の強化」「チェック作業の回数増加」で
あり、メンバーの意見を求めて進める内容でなかっ
たためと考えられる。
　公の説明にあたるミーティングでリーダーは「正
当性の説明」「上位承認案件」であることを伝えて
いる。メンバーの回答には「上位承認案件」である
ことを伝えられていないとの回答があるが、回答者
が想定したある変化について「伝えていない」可能
性と「上位承認を得る規模ではない」可能性のどち
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図4-4　時間経過と気分の変化
図4-5　計画と結果
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らも考えられるが今回の調査では特定できていな
い。概ね、変化がリーダーもしくは上位層の権威が
あるものと認知されていたものと考えられる。
　個人への説明はNOが多く選択された。理由とし
て、今回の変更が個人的に伝える内容ではなく、ミー
ティング等を持って説明及び依頼が完了するもので
あることが考えられる。
　時間経過と気持ちの変化の設問では、変化がある
と知った時から実際の変化を経て定着するまでにど
のような気分の変化があったのかを質問している。
　変化があると知った時には、メンバー・リーダー
共に「少し協力する」「何とも思わない」と回答し
ている。変化が起こった時、メンバーは「少し嫌な
気分」「少し協力」に分散し、リーダーは「なんと
も思わない」へシフトした。変化が定着した時には、
メンバーは「何とも思わない」へ集中し、リーダー
は「なんとも思わない」「少し協力」と回答されて
いる。
　組織 Bではメンバーとリーダーの明確な違いは
表れていない。
　心理要因として、変化があると知った時には「反
対・賛成する理由がない」が多く、次いで「メンバー
の負荷が大きい」「リーダーの反応に合わせた」等
が上げられた。変化が起こった時には「反対・賛成
する理由がない」「リーダーの反応に合わせた」に
次いで、「尊敬するメンバーの藩反応に合わせた」
図4-5　所属組織おける変化の経験に関する項目の回答率
図4-6　職場の変化による業務負荷の変化
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等が上げられている。そして、変化が定着した時は、
「反対・賛成する理由がない」についで、「慣れた」
「メンバーの負荷が大きい」「リーダーの反応に合わ
せた」等が上げられている。
　組織 Bは変化に対して、「反対・賛成する理由が
ない」が常に心理要因として上げられることに特徴
がある。他者から受ける影響の大きさは、変化が起
こった時に分かりやすく出ているように「権威ある
リーダー」の方が「尊敬するメンバー」よりも大き
いことがわかった。この点は組織Aと逆である。
　組織 Bの業務の特徴として、他社プラントなど
出向いた先で状況に応じた対応をとる為に都度優先
順位を組み替えながら実施する事が上げられる。出
先でメンバーの業務を指揮するのはリーダーである
ため、リーダーの意見に従う事が日常的にあると考
えられる。
　計画と結果では、変化が計画された通りに行われ
たか、またそのように考える理由について質問して
いる。組織 Bでは計画通りの結果であったと回答
されている。計画通りであったと思った理由として、
「多少の変更はあったが、主な個所に変更がない」「事
前にメンバーの意見が取り入られた」などが挙げら
れている。公正さ・上位層意識の質問ではメンバー
が意見を求められていないとの回答があり、「事前
にメンバーの意見が取り入れられた」とは反する回
答である。本調査では詳細は確認できていないが、
変更内容自体がメンバーの意見を反映したものであ
るとしたなら、変化自体が「事前にメンバーの意見
を反映」したものであるため改めて意見を求めな
かったと考えることができる。
図4-7　公正さ・上位層意識・個別対応
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図4-8　時間経過と気分の変化
図4-9　計画と結果
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・組織Cについての結果
　組織 Cはスポーツの普及と振興通して県民の心
身の健全な発達に寄与することを目的とする非営利
組織である（今回調査の有効回答数：5人）。競技
者および競技チーム、トレーナー、審判の育成に直
接携わっているメンバーを対象とした。回答者は該
当組織において明確な役割を担っているが、全員が
本職を別に持つ人である。本職の業種は、自営業、
会社員、自衛官等様々である。
　組織 Cに起こった変化は全て手順の増加であっ
た。リーダーが自ら主導して実施したものはなかっ
た。
　変化の具体的な内容は、「要求精度が高くなった」
「メンバーのフォローを任された」などである。「要
求精度が高くなった」ことは、手順事態の増加こそ
ないものの精度を上げるためには追加の作業が必要
になる。そのため、作業の増加を捉えている。
　変化によって自分自身と他者の業務負荷がどのよ
うに変化したと感じたのかという質問には、組織A・
Bとも異なる傾向がある。組織A・Bではメンバー
とリーダーで変化と負荷について反応の違いがあっ
たが、組織 Cではメンバーとリーダーの明らかな
違いは見られない。メンバーの「自分の業務負荷」
についてのみ「増加」と回答されている。メンバー
の「他者の業務負荷」及びリーダーの「自分の業務
負荷」「他者の業務負荷」には「増加」と「変化なし」
で回答されている。「減少」との回答はない。
　この理由について以下のように推測できる。組織
Cの回答者は、別々の企業で就業しているためメン
バーとリーダーの差が小さい。差が小さいとは、役
図4-11　職場の変化による業務負荷の変化
図4-10　所属組織おける変化の経験に関する項目の回答率
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割としてメンバー・リーダーとなっているが心理的
には上下の関係が組織A・Bと比較して小さいこと
を指している。リーダーがメンバーの職務範囲も監
督するために必要な負荷が、組織 Cにはないと考
えられる。
　公正さ・上位層意識・個別対応について質問して
いる。組織 Cに起こった変化である「要求精度が
高くなった」「メンバーのフォローを任された」は
メンバー・リーダー共に必要性を感じていたもので
あり、チームの課題解決のために重要であると前々
から継続して議題として挙がってきていたものであ
る。
　手続き的公正については、メンバー・リーダー共
に公正さがあったと回答している。対人的公正であ
る、メンバーが意見を求められたかについて公正さ
がないと回答されている。先にあげたように、前々
からチームで共有していた課題であるから改めて意
見を聞くことをされなかったようだ。公の場である
ミーティング等での説明は、「正当性について説明
があった」「上位方針である事の説明」をリーダー
は行ったと回答し、メンバーは一部行われなかった
と回答している。概ね、上位の権威は認知していた
と考えることが出来る。
　公でない個人的な対応については、「行われてい
ない」との回答が目立つが組織A・Bと同じく個別
に対応する内容でないためと考えることが出来る。
　時間経過と気持ちの変化の設問では、変化がある
と知った時から実際の変化を経て定着するまでにど
のような気持ちの変化があるのかを質問している。
　変化があると知った時、メンバー・リーダー共に
図4-12　公正さ・上位層意識・個別対応
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「少し嫌な気分」「何とも思わない」と回答されてい
る。変化が起こった時には、メンバーは「少し嫌な
気分」「何とも思わない」に留まり、リーダーは「何
とも思わない」「少し協力する」にシフトしている。
変化が定着した時には、メンバ ・ーリーダー共に「何
とも思わない」「少し協力する」にとどまっている。
　心理要因として、変化があると知った時には「メ
ンバーの負荷が大きい」が多く、次いで「職務だと
思った」「反対・賛成する理由がない」「もっといい
方法があると思った」「メンバーが自分よりも協力
している」「メンバーが自分よりも反対している尊
敬するメンバーの反応に合わせた」等が挙げられて
いる。次に、変化が起こった時には、「職務と思った」
「メンバーが自分よりも協力している」に次いで「メ
ンバーが自分よりも反対している」「リーダーの反
応に合わせた」「反対・賛成する理由がない」など
が挙げられ、変化が定着した時は「慣れた」に次いで、
「反対・賛成する理由がない」「メンバーが自分より
協力している」「メンバーが自分より反対している」
「もっといい方法があると思った」が挙げられた。
　組織Cの特徴として、変化の段階に関わらず「反
対・賛成する理由がない」が上がっていること、メ
図4-13　時間経過と気分の変化
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ンバーの協力姿勢を気にかけていることが挙げられ
る。他者から受ける影響の大きさは、心理要因の回
答から「権限のあるリーダー」と「尊敬するメンバー」
がほぼ同じである。
　計画と結果では変化が計画された通りに行われた
か、そのように考える理由は何かを質問している。
組織Cでは「計画通り」との回答が多いものの、「計
画通りでない」「計画が伝えられていない」との回
答もある。計画理由としては、「反対意見がない」
に次いで「計画に問題が無かった」「事前に意見が
取り入れられた」が挙がっている。計画が伝えられ
ていないことも、メンバーが意見を求められなかっ
たことと同様に既に内容が共有されている変化で
あったためと捉えることができる。
・組織Dについての結果
　組織 Dは、主に精神障害者の就労継続支援を行
う非営利組織である。物品の制作や販売の他に清掃
などの請負を行っている（今回調査の有効回答数：
6人）。回答対象者はボランティアとしての在籍者
である。職業は、会社員、専業主婦、他のボランティ
ア団体代表など様々である。特徴として、非営利組
織であること、支援対象者が精神障害者であること
から「生産性よりも、継続して活動を行うことが重
要」と考えられている。
　組織Dにおいて、変化があったとの回答のうち、
手順が増加したとの回答は 5割強あり、手順減少
は 5割弱である。変化の具体的内容は、「チェック
項目が増えた」「入力作業が増えた」という作業手
順の増加、「同じ作業を 1人から 2人で行うことに
なった」「作業の一部を他の人が行うことになった」
「作業を分割して減らした」などの作業手順の減少
があった。
　変化によって自分自身と他者の業務負荷がどのよ
うに変化したと感じたのかという質問には、組織A・
Bと異なりメンバー・リーダーでの傾向が見られな
かった。メンバーは「自分の業務負荷」を「増加」
と「減少」、他者の業務負荷を「増加」「減少」「変
化なし」と回答している。リーダーは「自分の業務
負荷」を「増加」と「変化なし」、「他者の業務負荷」
を「増加」と「減少」と回答している。
　負荷を減少させるために人を投入することが可能
な環境であるため、作業手順の増減から負荷への影
響が、人を投入することが困難な組織と比較して緩
やかであると考えられる。
　公正さ・上位層意識・個別対応について質問した
図4-14　計画と結果
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結果、手続き的公正についてはメンバー・リーダー
ともに公正さがあったと回答している。公のミー
ティングで「変化の正当性についての説明」にはメ
ンバ ・ーリーダー共に実施されたと回答しているが、
変化自体が上位承認を必要とするものではないため
実施されていないとの回答が多い。回答の対象と
なった変化が多くあるため、個人への説明を必要と
する変化と必要としない変化が混在している。本来
行われるべき個人への説明が未実施であるために、
時間経過と気分の質問で、「嫌な気分」側へ移行し
たと捉える事もできる。しかし、本調査では、変化
の詳細を把握できていない。
　時間経過と気分の変化の設問では、変化があると
知った時から、実際の変化を経て定着するまでにど
のような気分の変化があったのかを質問している。
　組織Dの特徴として、組織ABCよりもメンバ ・ー
リーダー共に変化を「歓迎する」側にプロットされ
ている。変化に対する抵抗感の小ささが表れている
と言える。
　変化があると知った時にはメンバー・リーダー共
に「何とも思わない」から「歓迎する」である。変
化が起きた時にはメンバーは「少し嫌な気分」から
「歓迎する」に分散し、リーダーは変わらず「何と
も思わない」から「歓迎する」の間でシフトしてい
る。変化が定着した時には、メンバー・リーダー共
に「少し嫌な気分」から「少し協力」するに移行し
図4-15　所属組織における変化の経験に関する項目の回答率
図4-16　職場の変化による業務負荷の変化
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ている。
　具体的な心理要因として、変化があると知った時
には「メンバーが自分よりも協力している」「その
他（変化によって楽になると思った）」などが挙げ
られている変化が起こった時には「メンバーが自分
よりも協力している」「メンバーの負荷が高いと思っ
た」「受けた説明よりも大きな変化と思った」「楽に
なると思った」が挙げられている。変化が定着した
時には、「慣れた」に次いで「メンバーが自分より
も協力している」「楽になった」等が挙がっている。
組織 Dの心理要因の特徴は、変化のどの段階にお
いてもメンバーの協力姿勢や負荷が上位に挙げられ
ていることである。支援所では、共に働く仲間を気
に掛けることが組織特性上重要であることから、今
回の心理要因でも現れたと考えることできる。
　計画と結果では、変化が計画された通りに行われ
たか、そのように考える理由は何かを質問している。
組織Dでは 8割強が計画通りであったと回答し、2
割弱が計画通りでないと回答している。理由として、
「多少の変更はあったが、主な箇所に変更がない」「反
対意見が出なかった」「事前にメンバーの意見が取
り入れられた」等が挙げられた。計画通りでない理
由としては「説明と異なる内容だった」ことが挙げ
られており、この理由によって変化が起こった時に
「何とも思わない」から「少し嫌な気分」に変化し
ている。
４－４－２　全体結果
　変化が起こった際の公正さ・上位層意識・個別対
応に関する項目について調査を行った。結果、今回
図4-17　公正さ・上位層意識・個別対応
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図4-18　時間経過と気分の変化
図4-19　計画と結果
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の調査では概ね進め方に公正さがあり、公式な説明
が行われていたことが分かる。公正さの質問にNO
との回答があるが、NOの回答と計画通りの結果に
なっていないため阻害行動を誘発する程の公正さの
欠如はどの組織にもなかったといえる。
　時間経過と気持ちの変化に関する項目についての
設問では、リーダーとメンバーに異なる傾向が見ら
れた。リーダーは職務から変化があると知った時か
ら定着まで協力姿勢または協力も抵抗もない気持ち
でいるが、メンバーは自分に関わる負荷が増加する
のか又は減少するのかが気分に大きく影響する。変
化があると知った際にも、自分に関わりが無ければ
何とも思わないが、実際に変化が起こった際に負荷
が増加または減少することで少し嫌な気分や少し協
力に気持ちが変わり、変化が定着した時には慣れな
どによって何とも思わないとなっている。リーダ ・ー
メンバー共に変化が定着した時は「慣れ」によって
「何とも思わない」通常の気持ちに収束していくこ
とも分かった。
　また、時間の経過に伴い自分の態度が誰の影響を
強く受けているのかについては、組織ごとに組織特
性と思われる特徴が現れた結果となった。態度形成
の際の影響は組織 Aでは「尊敬するメンバー」の
方が「リーダー」よりも大きく、組織 Bでは「リー
ダー」の方が「尊敬するメンバー」よりも大きく、
組織 Cでは同率であった。組織 Aはリーダーが全
ての作業を熟知しているのでなく、工程ごとに専門
化している技能があるためリーダーと同様に尊敬で
きるメンバーの動向をメンバー同士が確認している
ためと考えることが出来る。組織 Bは現場に出向
いて対応する業務であることから、チームのリー
ダーが都度の方針をその場で決定することが日常的
にある。その為、「リーダー」の方が「尊敬するメ
ンバー」よりも動向を伺い影響を受けやすいといえ
る。更に組織 Cについては、非営利組織であり他
にも仕事を持つ人の集団であることから組織階層や
リーダー・メンバーの区別はあるものの互いに意見
を言える組織である。これらから、影響を受ける対
象は権限のない同率のメンバー、尊敬するメンバー、
リーダーの中では、尊敬できるメンバーとリーダー
からである。どちらがより強いかは変化の内容と通
常の業務での影響力によると考えられる。
　計画と結果の認識に関する項目について調査を
行った。結果、計画通りに進んだ理由としては「事
前にメンバーの意見が取り入れられた」「変更はあっ
たが、主な箇所に変更が無かった」ことが挙げられ
る。このことから、円滑に変化を導入させるために
はメンバーの意見を取り上げ、計画に反映すること
や計画の進行途中でも中心内容以外は柔軟に対応す
ることが重要であることが分かった。
　個人特性に関する項目について調査を行い、個人
特性と対策の関係性をみた。結果、感情が表に出や
すい人気持ちが周囲の人の気持ちに影響を与えやす
いと予想していたが、本調査では感情が出やすいか
否かよりも権限が人の気持ちに影響を与えやすいこ
とが分かった。影響の順としては権限が先にあり、
権限がある人のなかで感情の出やすさが後になるこ
とが推測できるが本調査では影響の順番までは扱っ
ていない。
　本調査ででは営利組織であるA・Bと非営利組織
であるC・Dには何らかの違いがあると予想し比較
を行った。対象とした組織全体の規模は従業員 20
名から 1万名超と大きく異なるが、業務を行う上
でのチームの規模は類似している。組織A・Bと組
織 C・Dについて以下の点で違いを見つけることが
できた。
　まず、作業手順の増減については、組織 A・B・
Cでは「増加」が多く、組織Dでは相対的に「減少」
124　中京ビジネスレビュー　第 12号（2016 年 3月）
業務内容変化と感情伝播の関係性についての一研究
が多い。さらに、時間経過と気分の変化とその心理
要因については違いが明らかであった。3時点の気
分の変化を表わしたグラフで、組織A・Bではメン
バーよりもリーダーのほうが「歓迎する」側で推移
することが多い。これに対して、組織Cはメンバー
とリーダーの推移する位置が類似しており、組織D
は区別が無いほど混在していた。推移の傾向として
組織 A・Bのメンバーは実際に変化が起こった時、
自分にどの程度影響しているのか、その影響が自分
にとって望ましいものであるか否かに気分が反応す
る。それ故、変化が起こった時のメンバーの気分は
分散する。そして変化が定着した時には、変化があ
ると知った時および実際に変化があった時に示した
気分よりも「歓迎する」側にプロットされる。組織
Cではその傾向が弱く、組織 Dでは傾向も掴めな
い変化をする。
　同じ他者から与えられる変化であっても、組織の
目的が利益を追求するA・Bとスポーツ振興を目的
とするC、社会とのつながりを継続または自立への
道筋をつける目的のDでは対応が異なる。組織A・
Bと組織 C・Dは、利益を追求するか否かによって
区別することができる。また、同じ営利組織でも品
質を追及する企業と、技能を追求する企業では手順
や負荷についての認識が異なるので、何らかの傾向
が現れることがA・BとC・Dの比較から推測できる。
４－４－３　本調査での発見事実
　予想通り変化は歓迎されるものではなかったが、
リーダーとメンバーの役割の違いによって変化の捉
え方が異なることが分かった。その上で、以下、3
つの仮説が支持されたのか否かの結論をまとめよ
う。
　仮説 1について：「進め方に公正さがある方が、
公正さが無い進め方よりも従業員が好ましくない行
動に出ることが少ない」という仮説は、残念ながら
検証することができなかった。なぜなら、本調査で
は、手続き的公正または対人的公正が欠けた変化の
進め方があったものの、変化を阻もうとするような
具体的行動を観察することができなかったからであ
る。
　仮説 2について：「公式権限のある人が公に説明
を行うと従業員が好ましくない行動に出ることが少
ない」という仮説も、残念ながら検証することがで
きなかった。上記のとおり本調査では従業員の好ま
しくない行動を観察することができなかったからで
ある。
　仮説 3について：「他者から受ける影響は同じ権
限をもつ仲間よりも、上位の権限をもつ人から受け
る方が大きい」という仮説は支持された。「時間経
過と気分の変化」とその心理要因から、「権限のあ
るリーダー」「尊敬するメンバー」の態度は「自分
と同じ権限の仲間」の態度よりも大きな心理変化を
与えることが分かった。しかし、公式な職位として
の権限と、人としての尊敬などによる非公式権限の
うち、どちらがより強い影響を与えるかについては
明らかにすることができなかった。
5．結論
５－１　調査結果の要約
　「営利組織である組織 A・B」と「非営利組織で
ある組織 C・D」の間に見られた違いは以下の通り
である。以下の違いは営利組織・非営利組織のそれ
ぞれに目的が異なることや、① 生産性を重要視す
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るか否かなどの組織別の特徴が影響していると推測
できる。
② 手順の増減について、組織A・B・Cでは「増加」
が多く、組織Dでは相対的に「減少」が多い。
　時間経過と気分について、組織A・Bはメンバー
とリーダーが別々の特徴のある動きを見せている
が、組織C・Dではメンバーとリーダーが同じよう
な特徴を示していた。
③ ②についてより詳しく説明するならば、変化の
最中、組織A・Bでは、メンバーは変化の内容が自
分に関わるか否かによって態度が影響され、リー
ダーは変化自体に影響された。組織C・Dでは、自
分以外の周りのメンバーの態度によって自分の意識
が影響を受けており、この傾向は、メンバーでもリー
ダーでも同じであった。
④ ③の要因を探ると、組織Aでは、業務範囲が明
確なため自分の負荷増加を容認すれば今後高負荷で
作業を継続しなくてはならない、組織 Bでは作業
の順番は現場の状態によって異なるので、都度理由
をさがして抵抗はしないと推測でき、組織 C・Dで
は生産性を重視していないため、他者を気に掛ける
余裕があると思われる。
⑤ 影響を受ける人について、組織A・B・Cでは「権
限のあるリーダー」「尊敬するメンバー」から影響
を受け（ただし、組織 Cの場合は相対的にその影
響が小さい）、組織Dは「同じ立場のメンバー」か
らの影響力が大きい。
５－２　実践的インプリケーション
　ここまでの分析結果を踏まえて、実務実践のため
のインプリケーションについて、以下筆者の試案を
提示する。
①変化の影響を受ける対象範囲を予測する。この時
には直接的及び間接的な影響範囲も考慮すること
を忘れてはならない。
②職場の人間関係を観察する、公式な組織図だけで
なく非公式な関係性や日常的及び緊急時に誰の指
示で指揮されているのか、その人の力は何に依る
もの（専門性・人間性・公式権限など）なのかに
ついても十分な観察が重要である。更に、人間関
係については聞き取り調査では情報提供者の意図
が入ることが十分に考えられるので聞き取り情報
のみでなく自ら直接情報を収集することがするこ
とが重要である。
③②で把握した「影響力のある人物たち」に対して、
変化についての先行情報を説明し意見を求め合意
を得る。予め影響力を持つ人を合意させることに
よって、変化に対する協力的な態度を他者に伝播
することができる。合意が得られない又は、抵抗
姿勢を示されたまま進むことは、その先さらに大
きな抵抗と対峙する可能性を示唆している。
④手続き的公正および対人的公正が保たれる様に、
一斉にミーティングなどで変化を受けるチームに
説明を行う。公式な権限がある人が実施すること。
この時、変化を起こす理由やメリット・デメリッ
トを説明し意見を求めることが重要である。同時
に、質問や意見の受け入れ先を伝え、後日でも対
応が可能な環境を用意しておくことも重要であ
る。後日対応を実施する理由として、初めて変化
への情報を得た社員は態度を決めかねており、そ
の場では意見があっても言わないことも多く、そ
れに対する配慮が重要であるからである。更に周
囲の反応を見て自己の態度を決めることが調査に
より明らかになっているため、周囲に知られるこ
となく意見できる環境は手続き的・対人的公正を
保つ上で重要である。
⑤変化が定着してからも、暫くの期間は抵抗が起こ
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らないか観察する。「慣れ」によって定着してい
ると見えているだけである、という可能性などを
考慮しつつ、慎重にフォローアップを行うことが
重要である。
⑥時間経過によって定着した変化は定常となり、い
ずれまた変化が必要と思われる状態がくる。その
時には①から⑤までの繰り返しを行うことになる
だろう。
５－３　今後の研究課題　
　最後に、本研究においては明らかにすることがで
きなかった重要なポイントを、今後の研究課題とし
て指摘しておきたい。
①手続き的公正・対人的公正を確保することや、変
化の各段階における仲間・権威・尊敬など他者へ
の影響力が実務においてどの程度有効なのかに
ついて、更に調査を深めていくことが挙げられ
る。具体的には、本調査で実施していないインタ
ビューによる定性調査を行うことによって心理要
因の詳細な部分を明らかにすることである。
②調査を進めていく中で、集団の中で個人が意思決
定に至るまでの経路の複雑さを改めて認識した。
その複雑さに、「組織の規模」という要因がどの
程度影響を及ぼしているのかについては、本論文
では論じることができなかった。筆者にとっての
今後の課題としたい。
③集団の中で個人の態度が形成されるまでのどの段
階で、どのような人からより影響を受けやすいか
という時系列の影響度についても、「この時点で
はこの人の影響が大きかった、次の時点では違う
この人の影響が大きくなった」というように、よ
り多くの時点で、誰からの影響力が重要になって
いるのかについてのより精緻な調査が必要であ
る。
④今回の調査方法では、回答者と周囲の人との関係
性の詳細を明確にすることが困難であり、明らか
にすることが出来なかった。将来的には関係度を
数値化し、この点をより深く考察すべきであろう。
⑤今回の調査は権限のある人が変化について同意を
示すことを前提としており、同意を示さなかった
場合については扱わなかった。実務に活かすため
にはこの点についても追加的な考察が必要であ
る。
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注釈
１　50 年以上の歴史があり、30 年以上にわたって持続的に
株価が概ね上昇トレンドにある日本企業のこと（リク
ルートマネジメントソリューションズ組織行動研究所 , 
2010）。
２　一般的な定義はないが、帝国データバンク（2009）は
「創業や設立から 100 年以上経った営利法人」と定義し
ている。
３　組織の円滑な活動を妨げる行動については日本において
も多くの先行研究があるが、その代表的なものとして、
田中（2008）を挙げておく。
４　本論文では反社会的行動に該当する用語として阻害行動
を用いているが、ここでは引用元をそのまま記載した。
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